
　　

　　　　　　　

　　　　

質疑回答書

東京学芸大学（竹早）附属竹早小学校体育館屋上防水改修工事



質疑事項 回答

1 現場調査をすることは可能でしょうか。 授業期間中なので、不可とします。

2

現場代理人の常駐について
専任が必要な金額の工事ではなく、発注者との連絡体制が
確保されている場合、元請けの現場代理人は巡回でもよろし
いでしょうか。

現場説明書 8 その他 （8）「現場代理人の
工事現場における常駐の緩和について」
の二重線削除を行い、修正したものを添付し
ます。
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(8)  現場代理人の工事現場における常駐の緩和について 
① 基準第10第3項に規定する現場代理人の工事現場における運営、取締り及び権限の

行使に支障がないとは、以下のものとする。 
ア 請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機

材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの期間。）。なお、現場施工に着手す
る日については、請負契約の締結後、監督職員と協議の上、定める。 

イ 工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除
く。）、事務手続、後片付け等のみが残っている期間。なお、検査が終了した日
は、発注者が工事の完成を確認した旨、受注者に通知した日（例：「検査結果通
知書」等における日付）とする。  

ウ 工場製作を含む工事であって、工場製作のみが行われている期間。 
エ 工事現場において作業等が行われていない期間。 

② 基準第10第3項に規定する発注者との連絡体制が確保されるとは、発注者又は監督
職員と携帯電話等で常に連絡が取られること、かつ、発注者又は監督職員が求めた
ときは、工事現場に速やかに向かう等の対応が取られることをいう。 

③ その他請負契約の締結後、監督職員と協議の上、現場代理人の工事現場における
常駐を要しない期間を定める。 

（9）建設業法第26条第3項1号の規定の適用を受ける監理技術者の工事における取扱いに
ついて 
【専任特例1号の配置を認める場合】 

 ① 本工事において、建設業法第26条第3項1号の規定の適用を受ける監理技術者（以
下、「専任特例1号」という。）の配置を行う場合は以下のア～クの要件を全て満た
さなければならない。 

ア）各建設工事の請負代金の額が、１億円未満（建築一式工事の場合は２億円未
満）であること。なお、工事途中において、請負代金の額が１億円（建築一式
工事の場合は２億円）以上となった場合には、それ以降は専任特例を活用でき
ず、主任技術者又は監理技術者を工事毎に専任で配置しなければならない。 

イ）建設工事の工事現場間の距離が、同一の主任技術者又は監理技術者がその一
日の勤務時間内に巡回可能なものであり、かつ工事現場において災害、事故そ
の他の事象が発生した場合において、当該工事現場と他の工事現場との間の移
動時間がおおむね２時間以内であること。なお、左記の移動時間は片道に要す
る時間であり、また、その判断は当該工事に関し通常の移動手段（自動車な
ど）の利用を前提に、確実に実施できる手段により行うものとする。 

 ウ）当該建設業者が注文者となった下請契約から数えて、下請次数が３を超えて
いないこと。なお、工事途中において、下請次数が３を超えた場合には、それ
以降は専任特例1号は活用できず、主任技術者又は監理技術者を工事毎に専任
で配置しなければならない。 

 エ）当該建設工事に置かれる主任技術者又は監理技術者との連絡その他必要な措
置を講ずるための者（以下「連絡員」という。）を当該建設工事に置いている
こと。なお、当該建設工事が土木一式工事又は建築一式工事の場合の連絡員
は、当該建設工事と同業種の建設工事に関し１年以上の実務の経験を有する者
を当該工事現場に置くこと。連絡員は、各工事に置く必要がある。なお、同一
の連絡員が複数の建設工事の連絡員を兼務することは可能である。また１つの
建設工事に複数の連絡員を配置することも可能である。連絡員は、例えば工程
会議や品質検査等が２つの工事現場で同時期に行われる場合に、監理技術者等
が遠隔から指示等するにあたって、工事現場側にて適切に伝達する等、円滑な
施工管理の補助を行う（事故等対応含む）ことを想定している。連絡員に必要
な実務の経験として認められる内容は、法七条第二号に記載の営業所技術者
（主任技術者）の実務の経験として認められる経験の考え方と同じでよい。連


